（様式１）
令和　　年　　月　　日

（あて先）

京都市長　松井　孝治

	事業者
	（所在地）〒

（商号又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（代表者又は受任者の職・氏名）



	連絡担当者
	（職・氏名）

（電話番号）

（ＦＡＸ）

（E-mail）


里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル

参　加　表　明　書
　令和　年　　月　　日付けで公募のあった下記業務に係る企画提案書の提出に係るプロポーザルに参加します。

　
記

　業務名

里親等委託児童自立支援事業業務
（様式２）

令和　　年　　月　　日

（あて先）

京都市長　松井　孝治

	事業者
	（所在地）〒

（商号又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（代表者又は受任者の職・氏名）



	連絡担当者
	（職・氏名）

（電話番号）

（ＦＡＸ）

（E-mail）


里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル
応募に係る誓約書
　里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザルへの応募に当たり、当法人は、次に掲げる事項について、満たしていることを誓約します。

１　（京都市入札参加有資格者名簿に登録している法人の場合）京都市競争入札等取扱要綱及び京都市競争入札参加停止取扱要綱に基づく指名停止措置を受けていません。
２　（京都市入札参加有資格者名簿に登録されていない法人の場合）地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれにも該当していません。また、同条の４第２項各号のいずれかに該当し、３年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者ではありません。
さらに、国税等（法人税又は所得税及び消費税）、地方税（法人市民税、固定資産税及び事業所税）及び京都市の水道料金及び下水道使用料の未納はありません。
また、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しません。
３　会社更生法、民事再生法等による手続きを行っていません。

（様式３）

団　体　概　要
１　団体概要

	法人名
	

	代表者名
	

	主たる事業所の所在地
	

	設立年月
	年　　　月
	従業員数
	人

	資本金（基本財産）
	千円

	業務内容
	

	ホームページアドレス
	

	京都市を担当する支所等所在地※本部が京都市外の場合のみ
	


　※　その他、法人概要が分かる書類（パンフレット等）を２部提出してください。
２　連絡担当者１

	氏名
	
	役職
	

	所属
	

	住所
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


３　連絡担当者２

	氏名
	
	役職
	

	所属
	

	住所
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


４　業務実績（当該業務と同種又は類似の業務（過去５年））（※）

	業務名
	発注者
	実施年月
	業務の概要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　参加表明書提出日現在で受注していれば、契約が完了していなくても記入してください。
※　記入スペースが不足する場合は、別紙による提出も可
（様式４）

令和　　年　　月　　日

（あて先）京都市長　松井　孝治
	事業者
	（所在地）〒

（商号又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（代表者又は受任者の職・氏名）



	連絡担当者
	（職・氏名）

（電話番号）

（ＦＡＸ）

（E-mail）


里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル
企画提案書
　里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザルに対し、次のとおり企画提案します。
＜提出書類＞　（提出するものにチェック）
	
	法人の基本理念及び運営実績等
	様式５

	
	受託希望理由及び運営方針
	様式６

	
	事業実施計画
	様式７

	
	事業実施に係る組織図
	任意様式

	
	人員確保計画
	様式８

	
	職員の質の確保・定着
	様式９

	
	円滑な事業運営、個人情報保護
	様式１０

	
	関係機関等との連携
	様式１１

	
	見積書及び経費内訳書（委託期間分）
	任意様式

	
	法人の定款、寄付行為等
	資料１

	
	役員名簿（最新のもの）
	資料２

	
	法務局が発行する登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
	資料３

	
	法務局が発行する印鑑証明書
	資料４

	
	税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書
（未納税額がないことの証明）
	資料５

	
	自治体が発行する法人市民税及び固定資産税の納税証明書（直近のもの）
	資料６

	
	決算書（直近２か年分。法令等に基づき作成された決算書類、財産目録等事業報告書一式及び決算付属明細書）
	資料７

	
	経理規程
	資料８

	
	就業規則
	資料９

	
	組織図
	資料１０

	
	法人代表者の履歴
	資料１１

	
	その他、当該業務と同種又は類似業務の実績がわかるもの
	任意様式


（様式５）
法人の基本理念及び運営実績等
	法人の基本理念

	

	法人の運営実績
　貴法人の運営実績及び職員の経験等を、社会的養護や退所児童等の自立支援、里親支援に関するものを中心に記載してください。また、同種又は類似の業務の実績がありましたら、併せて記載してください。

	


（様式６）
受託希望理由及び運営方針
	里親等委託児童自立支援事業業務を受託する理由を記載してください。

	

	社会的養護を取り巻く現状や事業の対象となる児童等が自立に向けて抱えている課題を踏まえ、里親等委託児童自立支援事業業務実施に係る運営方針及び基本的な考え方を示してください。

	


（様式７）
事業実施計画
	以下の業務内容について、手法の進め方や受託可能な範囲等を具体的に提案してください。

	⑴　継続支援計画の作成及び自立支援計画作成への助言

	
	①　支援の基本となる継続支援計画についてどのような内容とするか、具体的に記載してください。
②　児童等が退所後に円滑に自立した生活を行っていくためには、児童等が抱える課題を踏まえ、どのような知識や能力が必要であると考えますか。
③　継続支援計画が対象者一人ひとりの状況に合った効果的な内容とするため、どのように取り組んでいくか記載してください。


	⑵　児童等の学習・進学支援、職業指導、就労支援等に関する社会資源との連携、他施設や関係機関との連携

	
	

	⑶　高校中退者など個別対応が必要な児童等に対する生活支援、再進学又は就労支援等

	
	1 　児童等の継続的な状況把握にどのように取り組んでいくか記載してください。
②　児童等一人ひとりの支援にあたっての、児童相談所や学校等の関係機関との連携方針等について、記載してください。
③　児童等を養育する里親の養育方針・養育状況を踏まえた支援を行うため、どのように里親及び里親支援機関と連携していくか記載してください。


	⑷　委託解除前からの自立に向けた相談支援等

	
	1 　委託中の児童等への相談支援の具体的手法を示してください。
2 　奨学金や自立支援制度等に係る説明会における具体的な内容を記載してください。


	⑸　委託解除後の継続的な状況把握及び相談支援等

	
	①　委託解除後に対象者一人ひとりとどのように関係性を継続していくか、またそのために必要と考えることについて記載してください。
②　委託解除後に就労や就学が困難になった場合の支援について、退所者が抱えているであろう課題等を想定しながらどのような対応を行っていくか記載してください。


	6 　里親等委託児童自立支援事業業務の引継ぎについて

	
	①　引継ぎの手法及び手順について、どのように行っていくか、必要と考えることについて記載してください。
②　支援者の変更によって対象者に生じると考えられる影響及びそれに対応するために配慮することを記載してください。


	7 　その他児童等の自立支援に資する業務

	
	①　仕様書に規定する支援内容以外で必要があると考える取組について、提案があれば記載してください。


	8 　事業運営にあたっての進捗管理や組織体制

	
	


（様式８）
人員確保計画　※行が不足する場合は、追加して記載してください。
里親等自立支援サポータ―（必置・１名）
	現在確保している場合
	該当要件
	□社会福祉士
□精神保健福祉士　
□児童福祉法第１３条の第３項第１号から第３号、第５号及び第６号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


	本事業の担当職員が事業実施日に不在である場合や課題が発生し組織的な対応が必要な場合など、団体としてどのような支援体制を取ることができるか記載してください。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式９）
職員の質の確保・定着
	業務に関する研修などの取組（これまでの取組及び今後の予定）

	

	職員の定着等に係る取組（これまでの取組及び今後の予定）

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１０）
円滑な事業運営、個人情報保護
	対応記録や各種文書の作成、関係機関との調整等の事務処理を遅滞なく実施するため、事業全体の進捗管理等を組織的にどのように行っていくか記載してください。

	

	利用者や里親等からの意見や苦情をどのように受け付け、対応していくか考え方や体制について記載してください。

	

	個人情報の適切な取扱いに関する考え・方策

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１１）
関係機関等との連携
	地域との連携（これまでの取組及び今後の予定）

	

	行政及び地域子育て関係機関等との連携（これまでの取組及び今後の予定）

	


（案）








